
占冠村の観光施策財源確保の背景

～企画商工課 地域振興対策室～

平成６年９月３０日



占冠村が持続可能な村であるために

占冠村の基幹産業である観光は、交流人口の増加などによる賑わいの創出や消費の拡大など幅

広い経済効果をもたらすことが期待されています。

占冠村の更なる発展のためには、宿泊者の満足度や利便性を高め、さらに多くの人々が占冠村

を訪れることにより地域経済と観光振興の好循環を生み出していくことが重要となっています。

このため、観光施策の効果を享受する宿泊者に広く新税の負担を求めることで安定的な財源を

確保し、好循環を醸成する施策展開を図るための検討を進めます。



占冠村宿泊税の導入に係る背景①
Ｐ１

１ 占冠村の人口の減少

１） 日本全国において人口減少が進んでいます。占冠村も例外ではなく将来的な人口減少が懸
念されます。

２） 現時点の占冠村人口の推移の特徴として、リゾート関係職員の異動によるところが大きい
ことが挙げられます。

３） 人口の減少と高齢化の進展に伴い、税収入の減少は想像に難くありません。

２ 占冠村の観光施策の課題

１） 占冠村の観光施設の老朽や交通など、観光インフラに対する課題が山積しています。
２） 新型コロナウイルス感染症の拡大により占冠村の観光業界にも非常に大きな打撃を受けま
した。現在は観光活動が戻りつつあり回復傾向にあります。

３） コロナ禍以降、外国人観光客や占冠村に居住するリゾート関係職員の外国人が増えていま
すが、その人々への対応が追い付いていないという現状にあります。

４） 観光振興財源の確保と魅力づくりを進めていくための人材育成や確保が求められています。



占冠村の概要 ～人口①～
Ｐ２

0～14歳 15～64歳 65歳以上
（うち80歳以上）

合計

平成27年 129 778 311（104） 1218

平成28年 112 813 317（116） 1242

平成29年 102 831 325（123） 1258

平成30年 100 1023 327（122） 1450

令和元年 98 1093 317（112） 1508

令和２年 98 1197 318（115） 1613

令和３年 101 894 320（114） 1315

令和４年 101 797 331（117） 1229

令和５年 130 970 294（114） 1394

令和６年 98 1168 325（112） 1591

単位：人

《参考：総務省住民基本台帳人口統計》
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占冠村の人口の推移 （１月１日現在）

0歳～14歳 15歳～64歳 65歳～

占冠村の人口の推移です。現在の令和３年から減少が見られましたが、令和５年から人口が増加し
ています。



占冠村の概要 ～人口②～
Ｐ３

《参考：占冠村公表》

占冠村の地区別の人口の推移です。トマム地区の人口の動きが大きく、リゾート関係職員の異動と
推測することができます。
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地区別人口 （１月１日現在）

双珠別地区（字双珠別） 中央地区（字中央＊ニニウ含む） 占冠地区（字占冠） トマム地区（字トマム）

平27 平28 平29 平30 令元 令２ 令３ 令４ 令５ 令６

合計 1591 1242 1258 1450 1508 1613 1315 1229 1394 1591

日本人 1053 1128 1114 1121 1115 1097 1092 1080 1073 1053

外国人 539 114 144 329 393 516 223 149 321 538

占冠村の人口構成 （１月１日現在） （単位：人）



占冠村の概要 ～財政①～
Ｐ４

《参考：占冠村令和４年度決算書》

占冠村の令和４年度の占冠村歳入歳出の決算状況です。
歳入のうち地方交付税が全体の約６割の54.0％、村税が16.4％となっています。
歳出については、観光に関係のある商工振興費と観光費は全体の5.1％となっています。

村税

16.4%

地方交付税

54.0%

国道支出金

5.4%

村債

4.9%

その他

19.3%

占冠村の歳入（令和４年度決算）

村税 地方交付税 国道支出金 村債 その他

歳入合計 2,709,418千円
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占冠村の概要 ～財政②～
Ｐ５

《参考：占冠村令和４年度決算書》

議会費

0.9%

総務費

25.0%

民生費

9.5%

衛生費

8.1%

労働費

0.5%

農林業費

7.2%

商工費

5.1%

土木費

9.0%

教育費

4.9%

災害復旧費

0.8%

公債費

11.7%

諸支出金

0.1%

職員費

17.2%

占冠村の歳出（令和４年度）

（商工費の内訳：
商工振興費3.6％、
観光費1.5％）

占冠村の令和４年度の占冠村歳入歳出の決算状況です。
歳入のうち地方交付税が全体の約６割の54.0％、村税が16.4％となっています。
歳出については、観光に関係のある商工振興費と観光費は全体の5.1％となっています。

観光振興に係る経費の事例
①道の駅運営 16,303千円
生活情報センター管理費 162千円
②湯の沢温泉運営 13,482千円
③観光協会運営費 5,180千円
④商工会運営費 8,400千円
⑤物産館管理 2,681千円
⑥赤岩線巌峡管理費 1,925千円
⑦各種団体への運営補助金など 9,065千円
合計 57,197千円

歳出合計 2,660,090千円



占冠村の概要 ～公共施設～
Ｐ６

《参考：占冠村公共施設総合管理計画
平成29年策定、令和４年、令和５年改訂》
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占冠村の施設の状況

施設分類
施設数
（棟）

施設分類
施設数
（棟）

村民文化系施設 5 医療施設 6

スポーツ・レクリエーション系施設 26 行政系施設 5

産業系施設 1 公営住宅等 70

学校教育系施設 8 公園 1

子育て支援施設 2 供給処理施設 10

保健・福祉施設 2 その他 8

合 計 144

占冠村の全施設の状況です。
築40年を経過した公共施設は全体の34.6％を占めています。老朽が進行する施設が今後増えてい
き改修等が必要になっていきます。


